
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（参考）一人当たり （参考）一般市Ⅳ‐3

給与費 

B/A

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数については,令和５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任

    　  用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任

　　　　　用短時間勤務職員の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

R4年度の人件費率

R5年度 人 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

（R6年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

上尾市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

平均一人当たり

給与費

R5年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

16.3

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

230,167 76,092,675 3,256,886 12,971,503 17.0

6,280 6,5911,363 5,137,216 1,297,056 2,125,155 8,559,427
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 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注)１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

　　　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

　　　表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

 　 ２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレ

      ス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較す

      るため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数。                

     （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の指定基準に基

     づく地域手当支割合）により算出。）

　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

      したものである。

　　４　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に

      達した日後の最初の４月１日以後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水

      準に設定される職員を除いている。

　　※　令和6年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3

　年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

③国とは異なり、採用時の学歴を問わず本人の能力等により管理職に登用している。また、高齢層職員
対策の未実施により高齢層職員の平均給料月額が高くなっていることから、平成３０年４月１日より５
５歳以上の昇給停止を開始したところである。その他給料水準の引き下げの方法として、一般行政職全
職員の平成３１年４月１日の定期昇給の延伸を実施した。今後も給与水準の適正化に努める。
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 (5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　］

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国基準６％に対し、上尾市においても６％を支給。

 （実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月１日時点では４％、

　　　　　　給与改定後は平成２７年４月に遡及し５％を支給。平成２８年４月１日より６％を支給。

（参考）

国基準による支給割合

上尾市の支給割合

③その他の見直し内容

　住居手当の借家・借間分について、国に準じて上限額を28,000円とした。（令和２年４月１日実施）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直し等
に取り組むとされている。

　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２．２％引き下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年
３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　技能労務職の給料表についても、国の見直し内容を踏まえ、見直しを実施。

平成２７年度
の支給割合

平成２８年度の支給割合
見直し後の支給割合

（H30.4.1）
4月１日時点 遡及改定後

５％ ６％ ― ６％

５％ ６％ ― ６％

3



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（Ｒ６年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（令和2年～令和4年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支

　給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

対応する民間

国 42.1 323,823 ― 405,378

類似団体 42.1 321,107 424,344 381,974

上尾市 41.6 318,164 406,704 362,293

埼玉県 41.8 319,425 411,863 367,476

- － - -

うち清掃職員 57.7 16 344,900 417,019 375,306

上尾市 50.9 90 307,196 345,841 330,395

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ａ） （国ベース） の類似職種 （Ｂ）

区　　分

公　務　員 民　　　間 参　　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
 平均給与月額 平均給与月額

飲食物調理従事者 45.6 277,400 1.16

うち用務員 - 1 - - -

廃棄物処理業従業員 47.7 314,900 1.32

うち学校給食員 47.6 43 296,500 321,930 317,486

- - - -

国 51.2 歳 1,829 人 288,144

運搬・清掃・
包装等従事者 49.1 244,800 -

埼玉県 53.9 149 308,506 363,394 339,367

- - -

区　　分

参　　　　考
年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間 Ｃ／Ｄ（Ｃ）

- - -

類似団体 52.4 91 322,604 385,796 363,860 -

円 - 円 330,553 円 -

うち学校給食員 5,272,560 3,679,800 1.43

うち用務員 - 3,297,300 -

（Ｄ）

上尾市 - － －

うち清掃職員 6,633,028 4,376,300 1.52
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（2） 職員の初任給の状況（Ｒ６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(注)１　上尾市では技能労務職の初任給を年齢別に基準額を設けているため、18歳の初任給を記載。

（3） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（Ｒ６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

区　　　　　分 上　尾　市 埼　玉　県 国

一般行政職
大　学　卒 225,600 205,579 196,200

高　校　卒

159,872 －

201,000 173,584 166,600

技能労務職
高　校　卒 199,000 176,428 －

中　学　卒 －

412,073

高　校　卒 234,800 307,800 374,217 391,933

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大　学　卒 272,920 352,227 390,800

-
技能労務職

高　校　卒 － － － 343,600

中　学　卒 － － －

5



３　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（Ｒ６年４月１日現在）

（注）１　上尾市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

１　　級 主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

101 15.0 183,500 286,700

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号級の給料月額 最高号級の給料月額

３　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

102 15.1 282,800 398,200

２　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

267 39.6 261,300 354,700

５　　級 課長・主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

92 13.6 311,000 450,900

４　　級 副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

89 13.2 307,400 415,700

７　　級 部長・参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

9 1.3 366,300 515,700

６　　級 次長・副参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

15 2.2 337,200 473,500

１級 15.0% １級 15.4%
１級 21.2%

２級 39.6% ２級 38.2% ２級 26.0%

３級 15.1% ３級 15.4%
３級 19.7%

４級 13.2% ４級 12.9% ４級 13.4%

５級 13.6% ５級 14.1% ５級 14.7%

６級 2.2% ６級 2.6% ６級 2.8%
７級, 1.3% ７級, 1.4% ７級, 2.2%
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（Ｒ６年４月１日現在）

（3) 昇給への人事評価の活用状況（上尾市）

　　　上位、標準の区分

　　　活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

　　　上位、標準、下位の区分 ○ ○

令和６年度中における運用 管理職員 一般職員

　イ．人事評価を活用している ○ ○

　ロ．人事評価を活用していない

　　　活用予定時期

　　　標準、下位の区分

　　　標準の区分のみ（一律） ○ ○
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（R5年度支給割合） （R5年度支給割合） （R5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％

・管理職加算　　１５～２５％ ・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

○期末勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（上尾市）

 (2) 退職手当（Ｒ６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） （２％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給された平均額である。

２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日

　　以後その者の非違によることなく退職した場合を含む。

３　上尾市は、一部事務組合の埼玉県市町村総合事務組合に加入している。

　　支給率はこの組合の条例で定められている。

上　　　　　尾　　　　　市 埼　　　　　玉　　　　　県 国

1.375 0.975 1.375 0.975 1.375 0.975

2.45 2.05 2.45 2.05 2.45 2.05

１人当たり平均支給額（R5年度） １人当たり平均支給額（R5年度） ―
1,702 1,707

　　　上位、標準の成績率

　　　活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

　　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○

令和６年度中における運用 管理職員 一般職員

　イ．人事評価を活用している ○ ○

　ロ．人事評価を活用していない

　　　活用予定時期

上尾市 国

　　　標準、下位の成績率

　　　標準の成績率のみ（一律） ○ ○

1,372 19,126

39.75750 47.709000 39.75750 47.709000

47.70900 47.709000 47.70900 47.709000

19.66950 24.586875 19.66950 24.586875

28.03950 33.270750 28.03950 33.270750
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 (3) 地域手当

（Ｒ６年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％ ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給料水準を比較するため、

地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

支給実績（R5年度決算） 332,046

支給職員１人当たり平均支給年額（R5年度決算） 229,790

101.3

（101.3）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 埼玉県（支給率）

市内全域 6 1,450 6 8.3
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 (4) 特殊勤務手当（Ｒ６年４月１日現在）

千円

　円

　％

日 額２５０円

４H以下１２５円

１ 件あたり２００円

１ 件あたり５０００円

日 額２５０円

４H以下１２５円

月 額４８００円

１ 回６００円

１ 回３００円

１ 回６００円

１ 回１０００円

１勤務２００円

半勤務１００円

半 日５００円

日 額１０００円

日 額２００円

４H以下１００円

日 額２００円

４H以下１００円

日 額６００円

４H以下３００円

職員全体に占める手当支給職員の割合（R5年度） 29

手当の種類（手当数） １7手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に対する支
給単価

支給実績（R5年度決算） 25,873

支給職員１人当たり平均支給年額（R5年度決算） 60,030

日 額３００円獣畜の伝染性疾病の病原体を保有する
獣畜又は獣畜の伝染性疾病の病原体を
保有する疑いのある獣畜に対する防疫
に従事した職員

獣畜の伝染性疾病の病原体を保有す
る獣畜又は獣畜の伝染性疾病の病原
体を保有する疑いのある獣畜に対する
防疫業務

４H以下１５０円
人体に有害な薬品を使用して行う病害
虫に対する防疫に従事した職員

人体に有害な薬品を使用して行う病害
虫に対する防疫業務

税務事務手当
滞納処分のための物件の差押及び公売
に従事した職員

滞納処分のための物件の差押及び公
売の業務

防疫業務手当

救護、移送、消毒等に従事した職員 救護、移送、消毒等の業務

児童指導員業務手当
社会福祉施設の職員として児童指導業
務に従事する児童指導員

社会福祉施設の職員として行う児童指
導業務

消防業務手当

火災現場に出動し、消火活動又は火災
原因調査に従事した職員

火災現場に出動し、消火活動又は火
災原因調査の業務

救急現場に出動し、負傷者の収容業務
又は現場手当を施す業務に従事した職
員

救急現場に出動し、負傷者の収容業
務又は現場手当を施す業務

救急救命士法施行規則第２１条各号
に掲げる救急救命処置を行った場合

水難現場に出動し、水難者の収容業務
または救助業務に従事した職員

行旅病人、同死亡人、変
死人取扱手当

行旅病人の収容に従事した職員 行旅病人の収容の業務

行旅死亡人又は変死体の収容に従事し
た職員

行旅死亡人又は変死体の収容の業務

社会福祉業務手当
法定援護事務の指導調査等の業務に従
事した者

法定援護事務の指導調査等の業務

災害時出動手当

異常な自然現象により災害が発生した場
合又は異常な自然現象により災害が発
生するおそれがあると認められる市規則
で定める場合に、災害発生箇所又は災
害が発生するおそれの著しい箇所で応
急作業、監視作業、これらに関連した必
要な調査等に従事した職員

異常な自然現象により災害が発生した
場合又は異常な自然現象により災害が
発生するおそれがあると認められる市
規則で定める場合に、災害発生箇所
又は災害が発生するおそれの著しい
箇所で応急作業、監視作業、これらに
関連した必要な調査等の業務

環境調査業務手当
ガス、粉塵その他の有毒物、高熱、騒音
等が発散する場所において行う環境の
調査又は指導に従事した職員

ガス、粉塵その他の有毒物、高熱、騒
音等が発散する場所において行う環境
の調査又は指導の業務

特殊現場業務手当
高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工事
施工に従事した職員

高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工
事施工の業務

水難現場に出動し、水難者の収容業
務または救助業務

機関員 機関員の業務

開庁職場手当
市の休日（12月29日から翌年１月３日ま
での日を除く）において、常に行われるこ
ととされている業務に従事する職員

市の休日（12月29日から翌年１月３日
までの日を除く）において、常に行われ
ることとされている業務
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日 額２５０円

４H以下１２５円

１ 件あたり３００円

日 額５００円

４H以下２５０円

１ 件あたり２００円

日 額５５０円

４H以下２７５円

甲１回７５０円

乙１回６００円

丙１回２５０円

日 額３００円

４H以下１５０円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円 　

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和5年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

　　　　　総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

 (6) その他の手当（Ｒ6年４月１日現在）

円

円

違反建築指導手当
現地における違反建築物又は違法な開
発行為の取締、指導に従事した職員

現地における違反建築物又は違法な
開発行為の取締、指導の業務

バス運転手当
バス又はマイクロバスの運転に従事した
者

バス又はマイクロバスの運転の業務

作業車運転業務手当 作業車の運転に従事した者 作業車の運転の業務

犬猫死体焼却手当 犬猫の死体焼却に従事した者 犬猫の死体焼却の業務

清掃危険手当 ごみ、危険物の収集に従事した者 ごみ、危険物の収集の業務

犬猫死体処理手当 犬猫の死体処理に従事した職員 犬猫の死体処理の業務

特殊運転手当
ブルドーザー、ショベルカー、グレー
ダー等の特殊運転に従事した者

ブルドーザー、ショベルカー、グレー
ダー等の特殊運転の業務

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （Ｒ5年度決算） 平均支給年額

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ 4 年 度 決 算 ） 470

国の制度 国の制度と 支給実績

支 給 実 績 （ Ｒ 5 年 度 決 算 ） 568,307

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ 5 年 度 決 算 ） 501

支 給 実 績 （ Ｒ 4 年 度 決 算 ） 509,606

238,583

住居手当

①借家等居住者
→家賃に応じて月額最高２８，０００円 同じ

90,531 千円 282,909

扶養手当
扶養親族のある職員に支給
→配偶者６，５００円等 同じ 134,083 千円

（Ｒ5年度決算）

68,945 円
②交通用具（自動車等）利用者
→距離に応じた額 異なる 支給額等

管理職手当
管理・監督の地位にある職員に支給
→部長８０，０００円等 異なる 支給額等 131,010

円
②持家居住者→令和２年度から廃止 同じ

通勤手当

①交通機関（電車等）利用者
→運賃等相当額（原則６ヶ月定期券額） 同じ

78,528 千円

千円 658,342
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５　特別職の報酬等の状況（Ｒ６年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式）

給料月額×勤続期間の月数×１００分の３５×１００分の１１５

給料月額×勤続期間の月数×１００分の２１×１００分の１１５

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

1,130,000 643,500

副 市 長 750,000 930,000 750,000

給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 900,000

議 員 435,000 606,000 400,000

期
末
手
当

市 長 　　（R 5年度支給割合）

副 市 長 4.50

議 長

報

酬

議 長 505,000 724,000 463,000

副 議 長 460,000 660,000 420,000

（１期の手当額） （支給時期）

市 区 町 村 長 17,388,000円 任期ごと

副 市 長 8,694,000円 任期ごと

　　（R 5年度支給割合）

副 議 長 4.50

議 員

退
職
手
当

備　　　　考
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６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2)年齢別職員構成の状況（Ｒ６年４月１日現在）　　※　職員の配置

　

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和5年 令和6年

227 229 2
税務 66 64 -2
民生

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 10 10 0

375 373 -2
衛生

土木 92 91 -1
計

農林水産 13 13 0
商工 6 6 0

92 89 -3
労働 2 2 0

教育部門 153 154 1
消防部門 328 329 1 広域化のため

＜参考＞
883 877 -6 38.10

45.11

事務の見直しにより職員の適正配置に努め
た。企画総務

27 27 0
特別会計 57 59 2

61.34
公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 39 39 0
下水道

小　計 ＜参考＞
1,364 1,360 -4 59.09

1,487 1,485 -2 ＜参考＞
[ 　　 1,522　 ］ [ 　　 1,522　 ］ [    0   ］ 64.52

小　計 123 125 2

合　　計

31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

1,485

～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳

147 117 148 153 127 5711 57 140 164 202 162

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

%
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

　　　　　　　　　区　　分

部　　門
Ｈ３1年 Ｒ２年 Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５ Ｒ6年

過去５年間の
増減数（率）

153 154 ▲ 2 (▲1.28%)

消　防 職員数 261 268 267 267

883 877 ▲ 3 (▲0.34%)

教　育 職員数 156 159 155 151

一般行政 職員数 880 877 877 873

1,364 1,360 63 (+4.86%)

公 営 企 業 職員数 123 123 123 126

328 329 68 (+26.05%)

普 通 会 計 職員数 1,297 1,299 1,291 1,364

1,487 1,485 65 (+4.58%)

123 125 2 (+1.63%)

計 職員数 1,420 1,422 1,414 1,490
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７　公営企業職員の状況
（１）水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、令和６年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再

  　　  任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

      れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（Ｒ６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

（注）２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。

　質収支 職員給与費比率 Ｒ4年度の総費用に占

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

％

3,656,765 426,805 226,766 6.2 5.9

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

Ｒ5年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費
Ｒ5年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）団体平均
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

団 体 平 均 45.8 337,221 508,691

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

上 尾 市 44.6 365,862 570,584

千円

40 156,268 39,794 68,721 264,783 6,620 6,118
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 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（R5年度支給割合） （R5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 －  月分 －  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ － ）月分 （ － ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（Ｒ６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 － 月分 － 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 － 月分 － 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 － 月分 － 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 － 月分 － 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

（２％～４５％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（Ｒ６年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

上尾市 団体平均

28.03950 33.270750

39.75750 47.709000

47.70900 47.709000

1.375 0.975

上尾市 団体平均

19.66950 24.586875

１人当たり平均支給額（Ｒ5年度） １人当たり平均支給額（Ｒ5年度）

1,679 1,506

2.45 2.05

市内全域 6 39 6

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算） 253,743

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

14,617 11,058

支給実績（R5年度決算） 9,896
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エ　特殊勤務手当（Ｒ６年４月１日現在）

千円

　円

　％

日 額２００円

４H以下１００円

日 額２００円

４H以下１００円

日 額６００円

４H以下３００円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（Ｒ６年４月１日現在）

円

円

支給実績（R5年度決算） 0

災害時出動手当
警戒体制または非常体制の配備が発令
されているとき、災害現場で応急作業等
に従事した者

警戒体制または非常体制の配備が発
令されているとき、災害現場で行う応急
作業等の業務

支 給 実 績 （ R ５ 年 度 決 算 ） 15,781

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ R ５ 年 度 決 算 ） 509

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に対する支
給単価

危険手当

浄水場において高圧電気及び塩素の取
扱いその他危険物を取扱う業務に従事
した職員

浄水場において高圧電気及び塩素の
取扱いその他危険物を取扱う業務

高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工事
施工に従事した職員

高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工
事施工の業務

支給職員１人当たり平均支給年額（R5年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（R5年度） －

手当の種類（手当数） ２手当

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （R5年度決算） 平均支給年額

（R5年度決算）

支 給 実 績 （ Ｒ ４ 年 度 決 算 ） 12,279

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ Ｒ 4 年 度 決 算 ） 384

一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績

円
②持家居住者→令和２年度から廃止 同じ

通勤手当

①交通機関（電車等）利用者
→運賃等相当額（原則６ヶ月定期券額） 同じ

3,008 千円

238,158

住居手当

①借家等居住者
→家賃に応じて月額最高２８，０００円 同じ

2,418 千円 268,500

扶養手当
扶養親族のある職員に支給
→配偶者６，５００円等 同じ 4,525 千円

千円 690,000

111,393 円
②交通用具（自動車等）利用者
→距離に応じた額 異なる 支給額等

管理職手当 管理・監督の地位にある職員に支給
→部長８０，０００円等 異なる 支給額等 4,140
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（２）下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、令和５年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再
  　　  任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま
      れているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（Ｒ６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　質収支 職員給与費比率 Ｒ４年度の総費用に占

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

％

3,395,492 44,882 80,621 2.4 2.2

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

Ｒ5年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費
R5年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）団体平均
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

上 尾 市 41.6 358,530 581,504

千円
27 106,285 47,497 30,460 184,242 6,824 6,023

団 体 平 均 44.5 334,536 501,579
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 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（R5年度支給割合） （R5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当
 月分  月分 －  月分 －  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ － ）月分 （ － ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　　５～２０％
（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（Ｒ６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 勤続２０年 － 月分 － 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 － 月分 － 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 － 月分 － 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 － 月分 － 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

（２％～４５％加算）
（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

ウ　地域手当（Ｒ６年４月１日現在）
千円

   円

％ 人 ％

1.375 0.975

上尾市 団体平均

19.66950 24.586875

１人当たり平均支給額（R５年度） １人当たり平均支給額（Ｒ５年度）
1,820 1,489

2.45 2.05

上尾市 団体平均

月分

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算） 249,136

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

7,502 4,406

支給実績（R5年度決算） 6,727

28.03950 33.270750

39.75750 47.709000

47.70900 47.709000

市内全域 6 27 6
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エ　特殊勤務手当（Ｒ６年４月１日現在）
千円

　円

　％

日 額２００円

４H以下１００円

日 額２００円

４H以下１００円

日 額６００円

４H以下３００円

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（Ｒ６年４月１日現在）

円

円

左記職員に対する支
給単価

危険手当

浄水場において高圧電気及び塩素の取
扱いその他危険物を取扱う業務に従事
した職員

浄水場において高圧電気及び塩素の
取扱いその他危険物を取扱う業務

高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工事
施工に従事した職員

高所、深所等危険性のある特殊な現場
で行う測量、監理、監督、検査又は工
事施工の業務

支給職員１人当たり平均支給年額（R5年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（R5年度） －

手当の種類（手当数） ２手当

支給実績（R5年度決算） 0

支 給 実 績 （ R ４ 年 度 決 算 ） 13,538

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ R ４ 年 度 決 算 ） 589

一般行政職
の制度との
異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績

災害時出動手当
警戒体制または非常体制の配備が発令
されているとき、災害現場で応急作業等
に従事した者

警戒体制または非常体制の配備が発
令されているとき、災害現場で行う応急
作業等の業務

支 給 実 績 （ R ５ 年 度 決 算 ） 15,666

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ R ５ 年 度 決 算 ） 653

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

270,429

住居手当

①借家等居住者
→家賃に応じて月額最高２８，０００円 同じ

2,338 千円 292,250

扶養手当 扶養親族のある職員に支給
→配偶者６，５００円等 同じ 3,786 千円

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （R5年度決算） 平均支給年額

（R5年度決算）

千円 680,000

55,409 円
②交通用具（自動車等）利用者
→距離に応じた額 異なる 支給額等

管理職手当 管理・監督の地位にある職員に支給
→部長８０，０００円等 異なる 支給額等 2,040

円
②持家居住者→令和２年度から廃止 同じ

通勤手当

①交通機関（電車等）利用者
→運賃等相当額（原則６ヶ月定期券額） 同じ

1,385 千円
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